
名古屋大学情報文化学部 

－5-1－ 
 

 

 

 

 

 

５．情報文化学部  

 
 
 

Ⅰ 情報文化学部の研究目的と特徴 ・・・・５－２ 

Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 ・・・・・５－４ 

     分析項目Ⅰ 研究活動の状況 ・・・・・５－４ 

     分析項目Ⅱ 研究成果の状況 ・・・・・５－８ 

   Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・・・５－10 

 

 
 
 
 
 

 

 



名古屋大学情報文化学部 

－5-2－ 
 

Ⅰ 情報文化学部の研究目的と特徴  
 

１.研究の目的と基本方針 

名古屋大学の研究目的である「真理を探求し，世界屈指の知的成果の創成によって，人々

の幸福に貢献する」ことを，本学部では「情報の観点から社会や自然を俯瞰的に捉え直し，

情報科学と環境学の知を深化・媒介し，システム的な思考に基づいて問題解決への道を切

り拓く」ことによって達成し，また，これらを通じて，「文理融合型の新しい学問領域の開

拓に挑むとともに，その成果を広く社会に還元する」ことを目的とする。 

 

２.目標と方針 

基幹的総合大学にふさわしい学術の推進と研究成果の社会還元を目標に掲げ，以下の方

針で研究を実施する。 

 全学の中期目標・中期計画にそって，次の方針を立て，目標の達成に努めている。  
（1） 中期目標・中期計画（K10 中核的な研究拠点を形成する）に対応した方針や取組 

情報科学と環境学を基盤として新しい学問分野を開拓し，国際水準の研究を推進

する。 

（2） 中期目標・中期計画（K13：質の高い学術成果を社会に発信する。）に対応した方

針や取組 

研究成果を社会に広く公開，還元する。 

（3） 中期目標・中期計画（K14：様々な組織と協力し，教育・文化・福祉・安全の向上

に貢献する）に対応した方針や取組 

社会・産業界・行政・他大学等との連携に基づいて，望ましい情報化社会や持続

可能な社会の実現を目指した活動を実践し，社会に貢献する。 

（4） 中期目標・中期計画（K18：グローバルな視点で学術活動・国際協力を進める）に

対応した方針や取組 

学部における研究・教育における国際化を進める。 

 

上記の，文理融合型の学問領域の開拓に挑むという目標は短期的に達成可能なものではな

く，中期計画期間の第一期は教員個々人における準備段階にあった。第二期ではその具体

化の方策を講ずる。その研究目的を達成できるように組織と環境を整備し，長期的な視野

に立って研究資源の適正な配分を行なう。また，適正な研究評価指標の整備に努めるとと

もに，自己点検及び第三者評価を実施し，次期の計画に反映させるシステムを整備する。 

 

３.学部の特徴 

本学部は，学部を担当する全教員が大学院情報科学研究科または大学院環境学研究科に

属している。そのため，多分野に亘る既存の文化の継承と発展に資する実績ある専門学問

を深化することができると同時に，他方において高度情報社会において活躍できる真の情

報リテラシーを備えた人材の育成を目的とした教員間の文理連携・文理融合的な努力が容

易である組織である。 

情報を基軸に伝統的な諸科学を把握し再構築して，高度情報社会における文化の創造の

基礎となる新しい学問分野を開拓して文化の質的充実と向上を図ることを，教員が所属す

る研究科の特徴をもって遂行するために，情報科学と環境学の知を深化・媒介し社会の問

題の解決に努力して，高度情報社会における文化の創造の基礎となる文理融合型の学問領

域の開拓を進めること，及び，教養部以来継続してきた文化の継承と発展に資する実績あ

る学問を深化させることをバランスよく行い，それらの研究成果の社会への還元を図って

いることが特色である。 

研究目的を達成するために，組織と環境の整備，研究資源の適正な配分に努めており，

すでに第一期において講座を改めて教育系に再編成しており，これを通して教育・研究の

有機的な連携と異分野融合を積極的に推進している。さらに，両研究科と協力して，高度

な教育研究拠点の形成，若手研究者の育成にも積極的に取り組んでいる。 
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[想定する関係者とその期待] 

研究活動に対する関係者として，情報文化学部が関連する研究分野の学会や研究者、さ

らに情報を利活用する産業 における関係者を想定している。本学部は、そのような各分野

の研究活動や産業の核となるような優れた研究者の集団として，質の良い高度な学術的研

究成果を産み出す期待に応えてきた。特に期待されているのは，情報科学と環境学の知を

深化・媒介して文理融合型の新しい学問領域を開拓する学術研究であると考えている。ま

た，学生や社会一般も学部の目的において重要な関係者であり，さまざまな活動や媒体を

通じて社会の課題に対して学術的研究成果を社会に還元することにその期待はあると考え

ている。学術成果とその社会還元，共に関係者の期待は高いと考えている。 
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 
分析項目Ⅰ 研究活動の状況 
観点Ⅰ－１ 研究活動の状況  
 

(観点に係る状況) 

観点Ⅰ－１－① 研究実施状況（競争的資金による研究実施状況、共同研究の実施状況、受

託研究の実施状況など） 

 

【特色ある研究等の推進】 

 資料Ⅰ―１―１に示される特色ある研究を推進している。具体的には、平成 26 年度の

ERATO「情動推定システムの構築」（川合准教授）、「ICT 活用農業事業化・普及プロジェク

ト」（北教授、安田教授、井手准教授）、SIP「マテリアルズインテグレーションシステムの

開発」（遠藤准教授）などの研究を推進している。 

 

 資料Ⅰ―１―１ 本学部の外部資金に基づく代表的な特色ある研究 

H26 年度 川合准教授 ERATO 情動推定システムの構築 

H26 年度 北 教 授 、 安

田 教 授 、 井

手准教授 

農林水産省・革

新的技術創造促

進事業 

ICT 活用農業事業化・普及プロジェクト

H26 年度 遠藤准教授 SIP マテリアルズインテグレーションシス

テムの開発 

≪情報文化学部・情報科学研究科事務部会計係資料≫ 

 

【学際的研究の促進】 

 代表的な取組として，物理学と情報科学の融合領域における不確定原理の不成立と小澤

の不等式の成立を実証する成果がある。 

さらに、本学部社会システム情報学科の教員が「新しい防災の考え方を求めて」と題した

連続セミナーを開催し、理学系・社会科学系の教員を中心とした議論を行い、ハード対策

のみに頼らない防災の考え方を追究した。連続セミナーにおける議論は、報告書としてま

とめるとともに、平成 27 年度からは「コミュニティ防災を考える会」に継続している。 

【産学連携】 

 「持続的共発展教育研究センター」の「臨床環境学コンサルティングファーム部門」お

よび平成 27 年度に設置された「洋上風力発電事業と地域の共発展寄附講座」に本学部社会

システム情報学科の教員が参加し、企業との連携が強化した。 

【地域連携】 

代表的な取組として、名古屋市科学館や長野県峰の原観光協会との天文教育関連行事の開

催がある。愛知・名古屋における地域情報化の取組として、名古屋市等主催の「デジタル

コンテンツ博覧会 NAGOYA」への協力、NTT ドコモ、名古屋工業大学、愛知県立大学と共同

で企画した「ネクストコミュニケーションフォーラム」における学生対象アイデアソン等

開催、名古屋市各区等における ICT 活用や人材育成への協力が挙げられる。長野県須坂市

におけるオープンデータ推進への貢献や長野県駒ヶ根市との共同による農業 ICT 関連の共

同研究・開発も特筆すべき点である。 

平成 26 年４月の持続的共発展教育研究センター設置に際して、センター内に臨床環境学コ

ンサルティングファーム部門を設け、本学部社会システム情報学科の教員が参加して、地

域自治体、企業、NPO などからの持続可能な地域づくりに関するワンストップ相談窓口と

して連携事業を実施している。これまで 16 件の連携事業を実施し、市民参加型の地域づく

りと課題解決に貢献している。 

 

【国際連携】 
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 国際シンポジウム「アートリソースと情報・デザイン」（2012/12/8）、国際シンポジウム

「International Biogeoscience conference 2013」（2013/11/1-4）、「e-Case&e-Tech2014」

(2014/4/2～4)、「ヴィジュアルリテラシー国際シンポジウム：デザイン行為がリテラシー

をつなぐ」（2014/7/21）、「第 27 回国際ポリフェノール会議(ICP2014)」(2014/9/2～6)など

を共催・後援・協賛するとともに、パネリストや講師を務めるなど専門家の立場から企画

運営に参画している。 

【研究実施体制】 

本学部教員の参加を得て平成 21 年度から平成 25 年度まで実施されたグローバル COE プロ

グラム「地球学から基礎・臨床環境学への展開」を引き継ぐ拠点として､「持続的共発展教

育研究センター」が平成 26 年４月に研究科内の附属センターとして設置され、教育・研究・

社会連携の３つの活動を推進している。またその中に、診断から治療まで現場で一貫して

扱う臨床環境学を推進する「臨床環境学コンサルティングファーム部門」も発足した。 

 

観点Ⅰ－１－② 研究成果の発表状況（論文・著書等の研究業績や学会での研究発表の状況、

研究成果による知的財産権の出願・取得状況など） 

 

【研究成果の状況】 

 本学部所属教員の研究業績は資料Ⅰ－１－２に掲げる通りである。 

 

資料Ⅰ－１－２ 

年度 
論 文 発 表 数

(件) 
著書数(件) 

その他(件 )の

創 造 活 動 ＊

(件) 

国際会議の 

招待講演(件) 
受賞数(件) 

22 100（13） 13 (2) 0 13 3 

23 107 (10) 30 (3) 13 5 4 

24 91 21 2 9 3 

25 118 14 0 15 7 

26 71 24 23 31 2 

27 75 14 10 16 7 

≪情報文化学部・情報科学研究科事務部庶務係資料≫ 

（ ）内の数値は文理融合型の学問領域（高度情報社会の設計（インターネットと社会；

情報と倫理；情報とアート、美学、可視化；情報化社会とサイエンス；地域社会とシステ

ム情報）、人間の情報論的解明（情報と認知、脳、心理；生体、人工物の最適化））に関連

するもの 

 

【会議開催】 

 研究集会の実績は資料Ⅰ－１－３に掲げる通りである。 

資料Ⅰ－１－３ 

年度 国際研究集会主催の実績(件) 国内研究集会主催の実績(件) 

22 3 12 

23 7 15 

24 4 7 

25 3 8 

26 5 3 

27 5 2 

≪情報文化学部・情報科学研究科事務部庶務係資料≫ 

 

なお、平成 27 年 9 月には、本学部社会システム情報学科心理システム系が日本心理学会第
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79 回大会を主催している。 

 

観点Ⅰ－１－③ 研究資金獲得状況（競争的資金受入状況、共同研究受入状況、受託研究受

入状況、寄附金受入状況、寄附講座受入状況など） 

【研究資金の状況】 

科研費の獲得状況は資料Ⅰ－１－４に掲げる通りである。年度によって変動はあるものの、

件数でみると前半２年の平均は 40.5、後半 3 年の平均は 51.7 であり、明らかに増加傾向

にある。 

 

資料Ⅰ－１－４ 

≪評価企画室資料≫ 

外部資金の獲得状況は資料Ⅰ－１－５に掲げる通りである。寄付金については、件数でみ

ると増加傾向にある。受託研究費については、年度によって変動はあるが、件数でみると

前半３年の平均は 12、後半 3 年の平均は 17.7 であり、これも明らかに増加傾向を示して

いる。 

 

資料Ⅰ－１－５ 

 

≪評価企画室資料≫ 

 

観点Ⅰ－１－④ 研究推進方策とその効果 

【研究技術支援者の体制】 

 SIS ラボに３名の技術職員を配置し、タブレット型端末 iPad を用いた研究プロジェクト

等のサポート体制を整備している。このサポート体制の更なる充実に関して検討する場を

執行部で定期的に設けている。 

【情報発信】 

 文理の多様な領域の相互作用で生まれる新たな科学的発見のシーズを顕在化させること

を目的として、情文カフェを定期的に開催している。当学部の教員、学生だけでなく、 

全学に対して開かれた場として機能している。（資料Ⅰ－１－６） 

 

資料Ⅰ－１－６ 
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≪情報文化学部情文カフェ担当資料≫ 

 

 

(水準) 期待される水準にある  

 
本学部が関連する分野の研究活動の核となる研究者の集団として学術的研究成果を

多数産み出しており（データ）、研究活動を通じて学界および研究者コミュニティの期

待に応えている。また、学術的研究成果に基づく知見を様々なメディアを通じて社会

に還元している。科研費など外部研究資金の獲得状況を含めて、総合的にみて、観点

１−１に期待される水準にあると判断される。 

 

 

観点Ⅰ－２ 大学共同利用機関，大学の共同利用・共同研究拠点に認定された附
置研究所及び研究施設においては，共同利用・共同研究の実施状況  

 
該当しない 
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

観点Ⅱ－１ 研究成果の状況（大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠

点に認定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共

同研究の成果の状況を含む。）  

 

(観点に係る状況) 

観点Ⅱ－１ 学部・研究科等の組織単位で判断した研究成果の質の状況、学部・研究科等

の研究成果の学術面及び社会、経済、文化面での特徴、学部・研究科等の研

究成果に対する外部からの評価 

 

【研究業績説明書】 

 本学部では、教員が情報科学研究科あるいは環境学研究科に所属している組織の特徴を

活かして、関連する各分野で高度な学術的成果を産み出し、それを社会還元することを研

究目標としており、文理融合型の学問分野の開拓に挑むことを特に重視している。 

 

【外部からの賞・評価】 

 本学部で開拓しつつある文理融合型の学問分野は、「高度情報社会の設計」と「人間の情

報論的解明」の２つに集約することが可能で、それらの研究論文や著書には、権威ある学

術賞、評価の高い学術的な雑誌や学会誌への掲載などの点で、各分野の学界や研究者など

の第三者からの評価が高い研究業績が多数含まれている。その例を挙げると、量子情報の

数学的基礎研究に対して平成 22 年度科学技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞（研究部

門）、平成 24 年度量子通信国際賞、藤原洋数理科学賞大賞、平成 25 年度中日文化賞の受賞

がある。 

 また、教養部を母体とする経緯より、文化の継承と発展に資する実績ある学問を深化さ

せ、その成果を広く社会に還元することも本学部の目的であり、昭和初期の政党政治期か

ら超国家主義の時代への転換点となった満州事変について、新資料によって新しい見解を

提示した書物も諸新聞に書評が載り、紹介されているなど、高い評価を得ており、学術面

において期待に応える成果を挙げ、平成 23 年度に２人の教員が出版した著作が平成 24 年

度にそれぞれ山本七平賞とサントリー学芸賞を受賞している。 

 さらに、本学部の教員が代表を務めた「タンパク質の構造・機能・相互作用予測システ

ムの開発と展開」（科学技術振興機構、バイオインフォマティクス推進センター）は、事後

評価において、研究開発計画以上の成果が見られ、バイオインフォマティクス研究の進展

に大きく貢献したとの総合評価を得ている。 

 

【定量的分析】 

 本学部所属教員の研究業績は資料Ⅰ－１－２に掲げる通りである。 

 研究集会の実績は資料Ⅰ－１－３に掲げる通りである。 

 

資料Ⅱ－１－１ 研究業績説明書において SS と判定した業績 

・研究業績水準ＳＳの件数 

３件 

学術面：    ２件

社会、経済、文化面：    １件

・該当業績名 

①学術面 

・光子の弱測定による誤差擾乱関係の実験的検証 
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・光子の偏光測定による誤差擾乱関係の実験的検証 

②社会、経済、文化面 

・納豆の起源の解明 

 

(水準)  期待される水準にある 

 

（判断理由） 

 本学部は情報科学と環境学に跨がる研究領域において、高度な学術的成果を産み出し、

それを社会還元することを研究目標としているが、以上見たように、文部科学大臣表彰科

学技術賞（研究部門）、量子通信国際賞、藤原洋数理科学賞大賞、中日文化賞、山本七平賞、

サントリー学芸賞等々、多くの賞を獲得する研究を輩出しており、さらにそれぞれの専門

分野における学会において高い評価を受けている研究業績を産み出している。 

 したがって、観点Ⅱ－１における分析結果から、期待される水準を「期待される水準に

ある」とする。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

 

（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

【重要な質の向上／質の変化があった事項】  

 第１期末においても、研究に関する各分析項目の評価はすべて「期待される水準にある」

であった。第２期においては、下記の事例に示すような具体的な取り組みによって、情報

文化学部が目指している研究の成果が改善されたと考えられる。 

 

①「文理融合型の学問領域の開拓」 

(質の向上があったと判断する取組) 

 本学部では文理融合学部の教員構成からなる特徴を生かし、計算論の専門家が相互作用

に着目して自然を理解するための計算アルゴリズムを提唱し、哲学・美学の専門家がそれ

を基盤とした美の概念の再定義を行うなど、科学と芸術・哲学・美学との文理融合研究が

進められている。 

 

（２）分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

【重要な質の向上／質の変化があった事項】  

①「文理融合型の学問領域の成果１」 

(質の向上があったと判断する取組) 

 文理融合型の学問領域の開拓を法人化以前と比較して着実に進展させており、以下のよ

うな質の向上が見られる。『情報学の基礎 --- 諸科学を統合する学としての哲学』という

書物を平成 14 年にすでに公刊していた教員が、その続編として『情報学の展開 --- 情報

文化研究への視座』という 500 頁を越える書物を本年度に新たに公刊した。 

 2011 年に『あたらしい美学をつくる』をみすず書房より公刊した。 

 

②「学際的研究の推進」 

(高い水準を維持していると判断する取組) 

 量子情報理論の構築に関する先端的研究が進められており、量子測定理論を基礎とする

量子情報の理論的研究が可能となり、量子コンピュータによる高速計算や量子暗号など守

秘性の高い通信を実現する技術の理論的解明が進展し、関連する量子制御技術の飛躍的発

展を促している。その成果は Nature Physics に論文が掲載され、全国紙５紙、新聞記事、

雑誌記事などで広く報道され、大きな社会的影響を与えている。その結果、平成 22 年度科

学技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞（研究部門）、平成 24 年度量子通信国際賞、藤

原洋数理科学賞大賞、平成 25 年度中日文化賞を受賞し、米国テンプルトン財団の受託研究

を受け入れた。 

 

③「文理融合型の学問領域の成果２」 

(質の向上があったと判断する取組) 

 情報社会における倫理・社会的規範に関する学際分野における高い研究実績として、情

報科学を含む科学と哲学との学際分野での書籍「科学哲学の冒険」が、12 刷 1,000 部増刷、

累計 24,500 部の出版がされていることがあげられる。 

 




